




択され, どのような機能を発揮し, またそれをどのように変更することが可能か, といっ




に応じて複数のレベルに区分されている｡ 例えば, わが国の地方税体系は, 都道府県税と
市町村税とに区分されている｡ しかし, 小論ではそうした区分は意識されておらず, 一般
化された地方税制度として検討を行った｡
小論の具体的な検討項目は以下のとおりである｡




























られる地方税制度とすることは難しいと考えられる｡ 事実, 現実の地方税制度では, 地方
住民の経済能力に応じた ｢差異｣ を加味し, 地方税負担額に高低を設けることで, ある種
の公正を担保している｡
それでは, 地方税の負担者としての地方住民はどのように規定できるであろうか｡
先進諸国において地方公共サービスの提供は, 行政組織である ｢地方団体｣ が主に担っ
ている｡ 地方団体は ｢土地｣ を基盤として成立していることから, 当然に ｢属地性｣ を有
しており, その意味では, 地方団体とは一国を分割した地域的な ｢クラブ｣ とみなすこと
ができる｡ ある国に居住する全ての個人は, 必ずいずれかの地域クラブ (地方団体) に帰




ただし, 前述のような住民の経済能力に応じて地方税負担に ｢格差｣ を設ける場合には,
その課税標準 (税額を算出するための課税対象) について住民の合意を得られるものでな
ければならない｡
一般的な課税標準としては, 所得, 資産, 消費等があり, 先進諸国においては地方税と













 都道府県別人口一人当たり歳出額 (2007年決算ベース) の変動係数は0.247, 同歳入額の変動係数は0.251となっ
ており, 地域間の格差は小さい状況にある｡
 先進諸国の地方税制度は, 主として所得課税, 資産課税, 消費課税をそれぞれ組み合わせたものとなってい
るが, その構成は各国の地方制度に応じて大きく異なる｡ 例えば, イギリスの地方税は資産課税のみで構成さ
れている｡ 先進諸国の地方税制に関する包括的な報告書としては, 財務省財務総合政策研究所 (2001) がある｡
あるいは, 稼得所得に加えて, ｢資産｣ を加味したものを課税対象とする場合も考えら
れる｡ 純租税論的にみれば, 各住民の全資産を算定し, 所得を加味した上で課税する方法
も採用可能ではあるが, 正味資産の可測性, 計測コスト等の問題から実際に適用すること
は難しいと思われる｡
そこで, 先進諸国をはじめ多くの国では, 資産を ｢固定資産｣ に限定し, これに ｢属地
性｣ を根拠として ｢固定資産税｣ を課税している｡ 資産の把握, その属地性の把握が容易
である点を利用した ｢固定資産税｣ は, 課税技術としてのある種の ｢知恵｣ と言える｡
固定資産税の特徴は, その住民が居住する地方団体に対してではなく, その資産が ｢所
在する｣ 地方団体に対して負担分任する仕組みであるという点にある｡ つまり, 固定資産
の維持に関して必要とされる公共サービスは, その資産が所在する地方団体から提供され
るものであり, 当該公共サービスに対して固定資産の市場価値 (資産価額) に応じて応能
的に税を負担する点に特徴を持つのである｡
さらに, 固定資産税は一国における地域クラブ (地方団体) の全てに普遍的な財源を付
与するというメリットを有している｡ 何故なら, 土地のないクラブ (地方団体) は存在し
ないからである｡












行政単位の地方団体を想定している｡ ただし, より一般化した議論を行うため, 地方団体
には行政的な階層や区分を設けず, 単に ｢都市｣ として検討を行った｡
この地方団体は, 一定の地域を有した行政区画として存立しているものとする｡
ここで言う ｢一定の地域｣ とは, 一定の ｢土地｣ ということであり, 地方団体はその
｢土地｣ の上でのみ成立している｡ このことは, 地方団体は, 住民数の変化によってその
存在の有無が決定されることはないということを意味している｡
したがって, ある時点における地方団体の数 (ここでは都市数) と同じだけの地域にそ
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小論では, 都市の ｢規模｣ に格差を想定している｡
例えば, 政治・経済の中心としての ｢首都｣ は, 多くの国において大都市として位置付
けられている｡ 大都市には多くの企業が集積しており, その結果多くの労働者も雇用機会
を求めて参集すると考えられる｡
もちろん, 首都以外にも, 経済面の中心都市であるニューヨークや大阪等のように, 何
らかの特徴を有した企業や労働の集積の高い都市も ｢大都市｣ として想定される｡
一方, 大都市以外の都市については, 企業や労働の集積に応じて都市規模が異なる状況
を想定している｡ 小論においては, 大都市から距離が離れるにつれて, 企業や労働の集積





ここで想定する所得課税とは住民所得に対する比例税であり, わが国の ｢住民税｣ に相
当している｡ 同じく資産課税とは固定資産の評価額に対する比例税であり, わが国の ｢固
定資産税｣ に相当する｡
④ 資本と労働について
小論では, 資本 (≒企業) と労働は, 利潤率と賃金率が均一となるように, 当該国のど
の地域へも移動するものと想定している｡
したがって, 均衡状態では, 移動コストを加味した上での利潤率と賃金率は, 当該国内
において均一となる｡
⑤ 生産要素間の代替について
小論では, 生産要素である ｢労働｣ 及び ｢土地｣ については, 代替が可能であると想定
している｡
つまり, 地代が賃金率よりも高ければ, 土地節約的 (労働集約的) な生産形態を採用し,
逆に地代が賃金率よりも低ければ, 労働節約的 (土地集約的) な生産形態を採用するとい
うことになる｡









ともに, そうした集積が土地利用に対する ｢競争｣ を生むことになるであろう｡ このよう
な状況における土地に対する需要曲線は, 図表１のような形状を描くものと考えられる｡







地代といった地域間の ｢地代差｣ が, 企業の土地利用に影響を与えるであろうことは, 容
易に予想できる｡
一般的な大都市のイメージは, 狭小な土地に高層ビルが林立している姿であろう｡ それ


















地方市では広域に人口が散在しているため, 地方公共サービスの供給 (財政支出) はそ
うした状況を考慮して調整されると考えられる｡ 具体的には, 河川の改修や道路といった
インフラ, 教育, 医療, 福祉等の公共施設の整備について, 当該地域の住民のニーズに適
合するように調整された水準で供給されると予想される｡ このような地域における財政支
出については, 土地の面積 (つまり地代) に応じた課税が, 公正で ｢応益的｣ な課税であ
るとみることができよう｡ 逆に, こうした地域の財政支出を, 住民の所得に対する課税で
のみ賄うとすれば公正さを欠くと考えられる｡
一方, 大都市では, 狭小な土地に人口が集中しているため, 地方公共サービスは生活環
境の向上 (安全, 衛生, 生活インフラ等) を優先したものとなるであろう｡ 加えて, 大都
市には固定資産を所有しない住民も多数居住しており, 資産所有とは無関係に公共サービ











中間 (あるいは平均) に位置する地方団体 (中間市) では, 所得課税 (住民税) と資産課
税 (固定資産税) の構成を等しくすることが, 公正で応益的な地方税制度であると考えら




















大都市をＡ市, 中間市をＢ市とし, 両市において同一の住民税率 (ここでは単純化のた














・ 	 ：所得税率 (Ａ市, Ｂ市とも同一税率)





























相対価格を示している｡ また, は, 中間市と大都市の地代の比率を表している｡
以上の準備を踏まえて, 住民税と固定資産税の関係について検討してみよう｡
まず考慮すべき点は, 生産要素の代替弾力性, つまり ｢土地と労働の相対価格｣ と ｢生
産要素の代替｣ との関係である｡
例えば, 生産要素の代替弾力性が１で, ＝２ (大都市の地代が中間市の２倍)
である場合, 大都市において単位面積当たりに建設される建物は, １階当たりの住民数が
同じとすれば, ２ (＝１×２) 階建てになるであろう｡
大都市における土地の希少性を考慮すれば, 生産要素の代替弾力性は少なくとも１を上
回るものと予想される｡
そこで, 生産要素の代替弾力性を２, ＝２ (大都市の地代が中間市の２倍)
と仮定してみよう｡ 前述のように１階当たりの住民数が同じであるならば, 大都市におい
て単位面積当たりに建設される建物は, ４ (＝２×２) 階建てになるであろう｡
この場合, 大都市と中間市の税収構成の関係は, 式から次のようになると
考えられる｡




＝ 0.5 ×＝ 0.5 ×１＝ 0.5 ………
式は, がどのような値であっても, 生産要素の代替弾力性が２であれば,
例えば＝ 10 (大都市の地代が中間市の10倍) としても, ＝ 0.5 となるこ
とを示している(５)｡
つまり, 大都市においては, 住民税収に対する固定資産税収の割合は ｢必ず｣ ２分の１
となってしまうことになる｡
一般に, 都市規模が拡大するにつれて, 生産要素の代替弾力性は上昇すると考えられる




以下では, 前節までの考察を検証する意味で, わが国の地方税制度の現状を概観し, そ
の課題を整理する｡
3-1 わが国の地方税制度の現状
まず, 地方税収 (2007年度決算ベース) の構成を図表３に示した｡
地方税総額 (39.5兆円) における税目構成は, 個人住民税 (個人道府県民税＋個人市町
村民税) 30.1％, 法人２税 (法人道府県民税＋法人市町村民税＋法人事業税) 23.3％, 固
定資産税22.0％, 地方消費税6.6％となっている｡
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 生産要素の代替弾力性が２, ＝ 10 とすると以下のようになる｡





最大Ａ 最小Ｂ Ａ/Ｂ 変動係数
地方税総額 39.5兆円 100.0％ 東京 178.8 沖縄 56.8 3.1 0.235
個人住民税 11.9兆円 30.1％ 東京 164.8 沖縄 54.9 3.0 0.250
法人２税 9.2兆円 23.3％ 東京 270.5 沖縄 40.7 6.6 0.503
固定資産税 8.7兆円 22.0％ 東京 151.1 沖縄 67.9 2.2 0.167








大まかにみれば, わが国の地方基幹税は所得課税 (住民税＋法人２税) と資産課税 (固





まず都道府県別住民一人当たり地方税総額については, 最も多い東京都 (178.8) と最
も少ない沖縄県 (56.8) では, 3.1倍もの格差が生じている(６)｡
都道府県別人口一人当たり個人住民税額は, 最も多い東京都 (164.8) が最も少ない沖
縄県 (54.9) の3.0倍, また都道府県別人口一人当たり法人２税額は, 最も多い東京都
(270.5) が最も少ない沖縄県 (40.7) の実に6.6倍となっている｡
一方, 都道府県別人口一人当たり固定資産税額は, 最も多い東京都 (151.1) が最も少
ない沖縄県 (67.9) の2.2倍と, 個人住民税, 法人２税と比較して, 地域間格差の小さい税
であると考えられる｡
このような地方税収の地域間格差が生じる要因としては, 税源の偏在が考えられる｡ そ
こで, その偏在の度合いをみるため, 税目ごとの変動係数を図表３に示した｡ 法人２税は








地方税の原則から評価すれば, 所得課税である住民税は経済能力に応じた ｢応能的｣ な
課税である｡ 一方, 資産課税である固定資産税は, 資産が所在する地方団体においてその
所有者が ｢負担分任｣ する仕組みと考えられる｡




２割 (22.0％) を占めている固定資産税の見直しを図ることで, わが国の地方税収を地方
団体間で平準化することは可能かもしれない｡
もちろん, わが国の現行の固定資産税に税源の偏在性という問題が全くない訳ではない｡
図表４は, 都道府県別の地方税目 (2007年度決算ベース) について, ｢課税主体数 (課
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 総務省 (2009) によれば, 都道府県別住民一人当たり地方税総額の全国平均 (100) を上回るのは, 東京都の
他, 愛知県 (128.4), 大阪府 (107.1), 神奈川県 (107.1), 静岡県 (107.0) の４県のみとなっている｡ これら
のうち, 東京都, 愛知県, 大阪府, 神奈川県はいずれも大都市を包含する都府県である｡
税対象数)｣ の標準偏差 () と ｢単位当たりの課税額｣ の標準偏差 () をそれぞれプ
ロットしたものである(７)｡
これによれば, 固定資産税は他の税目に比べて, (これまで検討したとおり) 課税主体
(土地) の偏在度 (横軸) は確かに小さいことがわかる｡ しかし, 単位面積当たりの課税
額の偏在度 (縦軸) をみると, むしろ他の税目に比べて偏在度が大きい状況にあると言え
る｡
この主たる要因は, 単位面積当たりでみた ｢地代｣ について地域間で格差が生じている















(注) １. 個人住民税税は, ｎ：都道府県別申告所得者数, ｔ：都道府県別申告者一人当たり所得金額
２. 消費税は, ｎ：都道府県別課税事業者 (選択)届出件数, ｔ：都道府県別事業者一件当たり消費税課税額
３. 法人所得税は, ｎ：都道府県別申告法人数, ｔ：都道府県別一法人当たり所得金額












固定資産税額 ＝ 課税標準 × 固定資産税率 ………
式に示すとおり, 固定資産税額は, 課税標準 (税額を算出するための課税対象) と税
率により規定されている｡
わが国のように全国一律の固定資産税率 (1.4％) が適用され, 課税標準が地代とイコー
ルではない制度的状況においては, 大都市の土地所有者と地方市の土地所有者との間で税
負担に不公平が生じる可能性がある｡










わが国の固定資産税を念頭に置けば, 課税標準を ｢固定資産評価額｣, 地代の指標を
｢公示価格｣ とし, 公示価格に対する固定資産評価額の割合を ｢評価割合 (Ｅ)｣ とすると,
その関係は次のように定義できる｡










＞  ＞ ………
という順になると予想される｡
つまり,
≠  ≠ ………




＝  ＝ ………
となるような措置を講じたとすると, 各都市にはどのような効果が生じるであろうか｡
仮に当初の段階で, 大都市での固定資産評価額に対する地代の評価割合＝ 10％, 中




低下させる効果を生むものと予想される｡ 結果として, 大都市においては, との相対
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図表５ 固定資産評価額と地代との関係


















式の, () は減税による税率の引き下げ幅, ｢Σ各地方団体における個人所得｣
は当該国内の個人所得の総合計を示しており, それらを乗じることで当該国の減税額を表
している｡
そこで減税による税率の引き下げ幅 () を, ｢大都市の固定資産税の増収額｣ と当
該国の総個人所得 (Σ各地方団体における個人所得) との関係で示すと, 式より,
() ＝ 大都市の固定資産税の増収額 /Σ各地方団体における個人所得 ………
となる｡
式の右辺は, ｢大都市の資産 (土地)｣ に対する ｢当該国の総個人所得｣ の相対的な評
価を示している｡ したがって, ここで想定する減税とは, 大都市において土地を所有する




















地方団体レベルでの公共サービスは, ｢大都市｣, ｢地方市｣ といった社会的条件の相違
から, 当然にその供給内容にも差異が生じると予想される｡
そのように地方団体間で差異がある公共サービスに対する負担については, 所得課税




｢大都市で提供される公共サービス｣ と ｢地方市で提供される公共サービス｣ を混合した
ものになると推察できる｡
そこで, 小論では, 大都市と地方市の中間的な性質を有するという意味での ｢中間市｣










しかし, わが国をはじめ現代の先進諸国において, 大都市に固定資産 (つまり土地) を
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体の都市規模に応じて, 所得課税 (住民税) と資産課税 (固定資産税) 等の税目を組み合
わせた地方税制度が選択されるものと考えられる｡
小論では, 地方税の構成について所得課税と資産課税との関係を中心に, 大都市と地方





着目して検討した｡ その結果, 大都市において固定資産評価額を見直すことにより, 住民
や企業が大都市から地方へ移転する効果を期待できることが明らかになった｡
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